平成20年度　第3回　芦屋市高齢者権利擁護委員会　会議録
	日　　時
	平成２１年２月２０日（金）　13：30～15：30

	会　　場
	北館２階第３会議室

	出 席 者
	委 員 長　上田　晴男
委　　員　藤本委員，田中委員，片山委員，中條委員，中野委員 
事 務 局　芦屋市基幹型地域包括支援センター

　芦屋市高年福祉課

	会議の公表
	　　　■　公　開　　　　　　　□　非公開　　　　　　　□　部分公開

＜非公開・部分公開とした場合の理由＞

　


	傍聴者数
	　　　　　　　０人


１　議題
(1)権利擁護事例（高齢者虐待，権利擁護総合相談）の実施状況について
　 ①高齢者虐待事例（平成１８年度から平成２０年度１月）
　 ②権利擁護総合相談事例について
(2)プロジェクトチームにおける検討状況について
　 ①（仮）権利擁護支援センター構想について

(3)来年度の高齢者権利擁護委員会の取り組み方針について
２　審査（議）内容
(1) 権利擁護事例（高齢者虐待，権利擁護総合相談）の実施状況について
①高齢者虐待事例（平成１８年度から平成２０年度１月）
（事務局）（資料説明）
（委　員）虐待通報件数のうち要介護等認定者数が１３件ということは，残りの方は要介護等認定を受けていないという理解で良いでしょうか。
（事務局）はい。通報段階で要介護等認定を受けていなかった方になります。
②権利擁護総合相談事例について
（事務局）（資料説明）

（委員長）こういった通報件数，認定件数は，芦屋市の人口が１０万人あるなかで，全国的にこれだけの比率で通報・相談があるところは少ないと思います。これは，全体的に周知が進んできているという評価になると思います。

　　　　　権利擁護総合相談の利用件数が増加していることも，周知されてきていることと評価できると思います。

　　　　　後はバランスの問題です。福祉職等の事業所の周知は進んでいても，民生委員の方や一般市民に対する周知や理解との関係で言えば，どのように考えられるのかということが残ると思います。
（委　員）これは直接，高年福祉課に相談があった件数ですか。前置きがあって通報・相談があったものですか。
（事務局）相談ルートを整理すれば良かったのですが，高齢者生活支援センターと行政それぞれに通報・相談があったものを総数として計上しています。
(2)プロジェクトチームにおける検討状況について
　①（仮）権利擁護支援センター構想について

（事務局）（資料説明）

（委　員）高齢者権利擁護委員会の取扱い対象が高齢者だけでなくなるという説明でしたが，児童も入ってくるのでしょうか。

（委員長）児童が入ってくるというよりも，現在の高齢者権利擁護委員会を，障がい者のことも含めたケースも多いこともあり，一般的な権利擁護の問題として取り扱い，役割も変わってきますから，一般的な名称を使おうということです。

（委　員）精神障がい者の方が関わってきていますが，それが本当の虐待なのか，通常の症状なのか，いろいろと捉え方があると思います。権利擁護支援センターに精神障がいの専門職を配置する構想になっていますが，直接，そういったケースに関わってもらうことや実際の対応を行ってもらうことができるのでしょうか。
（委員長）まだ検討イメージとしての構成内容です。考え方としては「権利擁護支援」のプロセスとして，ケアマネジャー等に同行して個別の訪問があると思います。それはあくまで医療的ケアとして支援するわけではなく，対象者の理解をしていくために現場に同行することになります。社会福祉士としての資格要件で言えば，福祉制度やサービスの全般的な知識や理解はありますが，個別の知的障がいや精神障がいの対象者理解となれば，精神保健福祉士の方が良いということで掲げています。成年後見の関係でもそうですが，対象者の状態像の把握でも精神科領域，これは医師になるとは思いますが，福祉職のなかにもそのような見方が出来る方として想定しています。

　　　　　後は事務局の説明を補足すると，権利擁護支援センターには成年後見センターの機能を持つけれども「法人後見」とは別との考えを説明されました。これの意味ですが，成年後見センターの機能を持つので法人後見の機能も持てばよいということになりますが，このセンター設置案は，芦屋市立を想定していますので，芦屋市が法人後見を受任することになってしまいます。そういうわけにはいきませんから，制度や仕組みをセンターが支援をして，法人後見の受任については，委託事業を想定していますので，委託された団体が法人後見の機能を持っていただくようなことを想定しています。そのためにセンターの機能と分けているということです。東京都下でも社会福祉協議会が委託を受けて成年後見センターを設置していますが，社会福祉協議会が独自に法人後見機能を持っている場合があります。例えば世田谷区や品川区などです。

（委　員）委託先はだいたい決まっているのですか。

（委員長）それは決まってはいないでしょうが，一般的に候補として挙がってくるのは，社会福祉協議会の「社協型」や，「ＮＰＯ型」，直営で行う場合もありますが，その場合は郡部に多くあります。あるいはその他の「中間法人」という類型もありますが，目的のために設立する「特化法人」というものもあります。いわゆる直接的なサービス提供を行っている福祉事業に委託するということはないと思います。利益相反の問題が出てきます。こういう場合は出来る限り避けたほうが良いと思います。芦屋市がどこに委託するかはわかりませんが，一般的にはこのような方法です。
　　　　　ようやく，このような形でまとまってきたということですが，これからたくさんのことを整理していくことが必要になってきます。

　　　　　後はネットワークのところですが，「新規設置」としている「行政内トータルサポートシステム」ですが，先日の「権利擁護支援フォーラムin芦屋2009」で紹介のあった埼玉県行田市の取り組みなどをイメージしているものです。どうしても行政は縦割りになってしまうので，あらかじめまとまったチーム編成ができているとスムーズです。この種の権利擁護支援センターを設置する場合に一番困るのは，行政による権限行使等を利用する場合に，関係課とそれぞれに調整していると大変です。このような仕組みがあれば，その他の生活支援の分野でも応用が利いてくるのではないかと思います。芦屋市では「お困りです課」を設置するなど，こういった取り組みのセンスはあると思っています。

(3)来年度の高齢者権利擁護委員会の取り組み方針について
（事務局）（資料説明）
（委員長）事業計画への反映事項ですが，「制度横断的な権利擁護支援のシステムの検討」という文言が入っていることは非常に良いと思います。行政内のトータルサポートシステムがあれば，もっとうまく支援ができたのにということが実際にありました。２１年度にはネットワーク形成のための研修会や調整会議を開催するとの事務局の説明もありましたが，その点は非常に力を入れるべきかと思います。
（委員長）市民や専門の関係機関の研修もそうですが，行政職，関係機関職員の研修はとても大事だと思います。理解の仕方が違うと，一緒に取り組もうとしても難しいと思います。
　閉会
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